
（単位　千円）　

消　費　収　入　の　部 消　費　支　出　の　部

予 算 決 算 差 異

14,784,473 14,789,388 △ 4,915 11,456,167 11,451,880 4,287

9,548,727 9,552,233 △ 3,506 10,758,541 10,754,301 4,240

999,531 999,731 △ 200 104,983 104,968 15

2,607,818 2,608,426 △ 608 592,643 592,611 32

1,443,600 1,444,200 △ 600 6,391,388 6,161,787 229,601

184,797 184,798 △ 1

501,344 513,774 △ 12,430 1,680,775 1,596,121 84,654

306,537 336,777 △ 30,240

2,661,928 2,459,674 202,254 149,205 149,204 1

1,603,636 1,401,336 202,300 80,318 77,470 2,848

1,058,292 1,058,338 △ 46 11,104 10,617 487

(2,301)
47,699

412,540 412,541 △ 1

891,767 886,822 4,945

779,119 822,571 △ 43,452

20,430,492 20,317,485 113,007

△ 1,089,656 △ 910,701 △ 178,955

19,340,836 19,406,784 △ 65,948 19,816,656 19,447,079 369,577

475,820 40,295

32,264,516 32,264,516

32,740,336 32,304,811

１．消費収入の部
 (1) 学生生徒等納付金は資金収入の部と同額で､帰属収入に占める割合は72.8％となり、前年度に比べて
　　 3ポイント減少した。
 (2) 寄付金・・・(3億37百万円)は資金収入の部に現物寄付金を加算した額である。
 (3) 帰属収入合計・・・(203億17百万円)の内訳は大学172億79百万円、第一高9億32百万円、春日丘高
     13億55百万円、春日丘中2億85万円等である。
 (4) 基本金組入額・・・(△9億10百万円)の主な内訳は次の通りである。
      土地・建物及び構築物等  14億75百万円
      教育研究用機器備品  △6億88百万円
      図    書 99百万円
　　　70周年記念奨学基金 24百万円

２．消費支出の部
 (1) 人件費・・・（114億52百万円）は前年度に比べて1億97百万円増加となった。また、帰属収入
　　 に占める割合は56.4％となり、前年度に比べて2.9ポイント減少した。
 (2) 教育研究経費・・・(61億62百万円)は前年度に比べて1億16百万円の減少となった。
　　 なお、減価償却額は26億30百万円(前年度比30百万円増）である。
　　 また､帰属収入に占める割合は30.3%となり、前年度に比べて2.8ポイント減少した。
 (3) 管理経費・・・(15億96百万円)は前年度に比べて1億39百万円減少した。
     なお、減価償却額は2億90百万円(前年度比1百万円増)である。
　   また、帰属収入に占める割合は7.9％となり、前年度に比べて1.2ポイント減少した。
 (4) 資産処分差額・・・(77百万円)は前年度に比べて32百万円減少した。
 (5) 当年度消費支出超過額は40百万円となった。この結果、翌年度へ繰越される消費支出超過額は
     323億5百万円となった。

47,699

帰 属 収 入 合 計

当年度消費支出超過額

前年度繰越消費支出超過額

92,784 95,938 △ 3,154 [ 予 備 費 ]

(90)寄 付 金

手 数 料

修 学 諸 費

翌年度繰越消費支出超過額

雑 収 入

消費収入の部 合 計 消費支出の部 合 計

基本金組入額 合 計

施 設 設 備 費

授 業 料

入 学 金

教 育 充 実 費

事 業 収 入

(2,311)

管 理 経 費

（減価償却額） (290,191) (290,101)

科 目 科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 人 件 費

借 入 金 等 利 息

（減価償却額） (2,632,782) (2,630,471)

退 職 金

資 産 処 分 差 額

退職給与引当金繰入額

教 育 研 究 経 費

補 助 金

国 庫 補 助 金
地方公共団体補助

金

資 産 売 却 差 額

資 産 運 用 収 入

平成２４年度　消費収支計算書

徴収不能引当金繰入額

教 職 員 人 件 費

平成２４年４月　１日から
平成２５年３月３１日まで


